
 17

■パネルディスカッション 

分権型社会に求められる 

新しい地方自治体のすがた 

 

◎パネリスト 

鵜川 正樹  

公認会計士・東京都会計基準委員会委員 

 

錦 美弥子  

前香川県ＰＴＡ連絡協議会副会長 

 

山下 幸男  

香川県政策部長 

 

小暮 純也  

総務省自治行政局市町村課長 

 

◎コーディネーター 

池谷  忍   

共同通信社論説委員兼内政部長 

 

池谷 今日は地方行革のシンポジウムですが、パネルデ

ィスカッションのテーマは「分権型社会に求められる新

しい地方自治体のすがた」です。このテーマの中には「行

革」という言葉が入っていませんが、先ほどの鵜川先生

の基調講演に加え、事例プレゼンテーションが３つござ

いまして、自治体が今現在、様々な取り組みをしている

ということがよくお分かりいただけたかと思います。 

プレゼンテーションを見ても、行革は単なるコスト削

減ではなくて、増収策があったり、住民との連携があっ

たり、様々な取り組みがあると思います。税収が右肩上

がりという時代ではなくなりましたし、コスト削減が自

治体に求められているということも事実だと思います。

また、それが行革の重要な要素を占めることも事実だと

思います。さて、最初に小暮課長に口火を切っていただ

きたいのですが、今現在の地方行革の全国的な状況をご

紹介いただきたいと思います。 

小暮 現状ということですが、まず、総務省では全地方

公共団体に、「集中改革プラン」というのを公表していた

だきたいというお願いをしておりまして、実際に取り組

んでいただいております。現段階で、大半の団体に「集

中改革プラン」を公表していただいています。また、皆

さんのご関心のあるところでは、地方公務員の総数、こ

ちらは平成７年から12年連続で純減しておりまして、平

成18 年には地方公務員総数が300 万人を切っています。

中には 300 万人でも多いと思われる方もいらっしゃるか

もしれませんが、実はそのうちの３分の２は学校の先生

や警察官、消防、福祉関係で、治安対策等のため増えて

いる警察官や、法令で職員の配置基準が決められている

部門の職員がおよそ３分の２を占めているわけです。そ

のような状況の中で、この12 年間で 30 万人近くを努力

して削って、かなり大幅に減ってきているという状況で

す。 

そしてもう１つ話題になるのが給与です。これについ

ては、国家公務員の給与を 100 としたラスパイレス指数

で見ますと、全国の地方自治体の平均が98ということで、

国の職員の給与より低くなっています。昭和49年の一番

高いときは、ラスパイレス指数が 110 ということで、1

割くらい高かったわけですが、それもこれまでの間にぐ

っと下がってきて、給与の適正化も図られています。さ

らに半数を超えた６割くらいの団体では、いわゆる普通

の人事委の勧告ではなくて、独自にプラスアルファで給

与の削減をしていまして、1,650億円くらい給与費の減額

をしているというような取り組みをしています。 

また、指定管理者の活用を含んだ民間委託の推進など

を、たくさんの自治体で進めていただいているのが現状

です。 

池谷 ありがとうございます。今、公務員の数が減少し

ている中でも、住民の満足度を上げていかなければなら

ない。大変な行革ということなんだと思います。今日は

香川県から政策部長の山下さんにもお越しいただいてい

ますが、香川県ではどういう取り組みが行われているの

でしょうか。 

山下 県の行革の取り組みについて若干お話ししたいと

思います。今、香川県をはじめ、地方は「地方分権時代」

ということで、自分で決定して自分で責任を取るといっ

た経営主体をどうつくり上げていくかということと、も

う１つは、地方の場合はどこもそうだと思うのですが、

人口減少時代に突入したということで、それにどう対応

していくかということが、大きな課題になっています。

したがいまして、我々はこれから自立した地域経営を行

えるようなシステムをつくっていく必要があると考えて

おりまして、１つは人の改革、意識改革、もう１つは資

源、地域資源をどう活用していくか、３つ目は財源とか

権限。そういった３つの源、すなわち「３源」を基本に

我々は改革を進めていく必要があると考え取り組んでい

ます。 
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具体的なお話は小暮課長さんからありましたように、

我々もスリムな組織形態を目指そうということで取り組

んでおりまして、職員数につきましては、知事事務部局

を見ますと、平成８年に 3,689 人おりました。これがピ

ークですが、今年の４月には 3,125 人になる見込みで、

約 560 人、15％を削減しまして、全国の都道府県でも最

少の人数という状況になっています。 

また、給与水準ですが、香川県のラスパイレス指数は、

平成18年４月１日現在で96.4となっており、全国42位

と、下から数えた方が早いという状況です。 

それから、組織数もできるだけスリム化、統合化して

いこうと進めておりまして、平成10年段階で166の組織

がありましたが、平成19年４月時点では117にする予定

であります。したがって組織数を約30％削減することに

なります。また、県には外郭団体が結構ありますが、こ

れも平成10 年の段階では52 団体ありまして、これまで

に18 団体削減しました。したがって現在34 団体です。

また、現在37施設で指定管理者制度を導入しておりまし

て、年間委託料を６億７千万円くらい削減することがで

きました。 

それから、我々は財政状況が大変厳しいものですから、

平成16 年の 10 月に「財政再建方策」というものを策定

しまして、平成17、18、19年度で収支バランスのとれた

財政構造に転換していこうと取り組んでまいりましたが、

結果として収支不足が拡大するという状況になっていま

す。これについては後ほど説明しますが、さらなる財政

構造改革も併せて進めていこうと思っています。 

池谷 大変急速に人員、給与が変化していることがよく

分かりました。今までのペースが今、一段落していると

ころですか？それとも地方行革の質をこれから変化させ

ていこうという段階なのでしょうか。 

山下 平成19年度の予算編成を終えて、今日の夕方ぐら

いに報道発表いたしますが、大変厳しい財政状況になっ

ています。すなわち、地方公共団体にお勤めの方はすぐ

にお分かりいただけると思いますが、地方の場合は自分

の財源、私の県で言いますと収入の約４分の１は地方交

付税といいまして、国からもらえるお金です。従ってそ

の部分がどう動くかが大きく影響するわけです。それは

どこの市町も同じだと思いますが、県税収入は自分の地

域のエリアを活性化することによって跳ね返ってくるも

のですから、企業さんなどが、頑張れば頑張るほど収入

も上がってきます。一方で、約４分の１はそういった収

入でして、小泉さんのときに進められた、補助金の廃止・

縮減や、税源移譲、交付税の削減・抑制といった三位一

体改革の結果として、結果だけ申し上げると交付税が大

分減っているという状況です。それから税源移譲として、

１月から所得税が減税され、その分が住民税へ税源移譲

されますが、その分が我々の考えでは移譲された業務に

見合う、税源移譲分が来ていないのではないかというこ

ともありまして、かなり厳しい財政状況になっておりま

す。したがいまして、引き続き新しい財政再建方策をつ

くらざるを得ない。その中で行革を進め、経費の節約を

進めて、なおかつ歳入、歳出すべての面で改革を進めて

いかなければならないというような状況にあります。 

池谷 ありがとうございました。次に錦さんにお聞きし

ます。錦さんはＰＴＡ活動などを通して教育問題にも大

変お詳しくいらっしゃいますが、今までの活動で自治体

とも連携したこともあるかと思います。一般住民の一人

として見た地方行革の必要性をどうお考えになっている

のか、例えば香川県の財政状況が厳しくなっていること

を、一般の方はどういうふうに感じていらっしゃるのか、

その辺のことも自己紹介を兼ねながらお話しいただけま

すか。 

錦 住民の立場でということでこの場に参加させていた

だいていまして、本当に日々の生活者の代表としての呟

きしか言えないかも知れませんが、お許しください。た

だ、私自身ＰＴＡ活動も１つですが、地域活動を通じて

様々な面で行政の方と接する機会がありまして、そうい

うことを少しお話しさせていただきたいと思います。自

己紹介もということですが、私自身は、若い頃から子供

ができるまでは東京で厚生省の外郭団体におりまして、

その後故郷に戻りまして、家庭で子育てをしておりまし

た。その途中で、現在は県と国とで行っております「地

域子育て支援センター」というところで、コーディネー

ターをしております。日々行政の皆さんとも関わらせて

いただいております。その他にも、故郷に帰って来られ

たという思いから、地域活動にもワクワクする気持ちで

取り組んでおりまして、そういう面でも、様々な場面で

色々な行政の方と接しまして、今振り返りますと私は行

政応援隊の一人だなという気もします。そこで、行政の

皆さんと一緒に頑張りたいという思いから今日はお話を

させていただけたらと思います。行革という話になりま

すが、１つ私が思うのは、皆さん時々お話しになります

ように、総論としては誰もが無駄なことは省ければいい

なという思いがおありだと思います。私もそう思うので

すが、じゃあ各論として何からやればいいのか。人件費

の削減、そういったことをおっしゃるのはよく分かりま

す。でも、我々にしてみれば厳しい財政状況というのが
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言葉では分かるのですが、実際にそれがどこまで、どの

程度なのかというのが、私達のように生活している一般

市民にはなかなか分からないのです。もっと我々が勉強

しなければいけないのかなとも思いますし、行革の必要

性も感じてはおりますが、じゃあ何が？と言われるとは

っきり分からないというのが我々の実感です。ただ私も

様々な場面で行政に関わっていまして、その中で私が一

番心配しているのは、教育とか人を育てる分野にも最近、

行革の波が押し寄せてきています。しかし、そこは対象

に優先順位をつけていただいて、例えば公共事業といえ

ば一言では言えないのかもしれませんが、やはり教育や

福祉はなるべく後にして欲しいと思います。無駄といわ

れるものが色々とありますが、子育てに関することは無

駄なことじゃないと、子育てをしている女性は思います。

ですから、そういうところについても今日少しでもお話

をして、皆様に分かっていただければなと思います。 

池谷 今、錦さんが、なかなか財政状況が分からないと

おっしゃいました。そこで鵜川先生、自治体の財政状況

をどう評価していくのかということの１つが、先ほどの

発生主義会計のお話だと思うんですが、もし、基調講演

に補足することがあればお話しください。 

鵜川 確かに企業会計と自治体の会計を比較した場合、

企業の方は株主がおりますので、投資家に対して企業の

経営成績を公表していくといった目的があります。しか

し、自治体についてはそうした投資家がいるわけではな

く、そこには住民の方がいらっしゃる。住民の自治のた

めの会計情報、財務情報ということになります。ですか

ら、住民に対しまして、日常的に自治体の財政状況がい

いのか悪いのかといったことや、サービスに無駄がない

かどうかが分かる情報を提供していくことが自治体会計

の目的だと考えます。ただ、実際にそういったものを住

民の方に分かりやすく伝えることができるかというと、

なかなか難しいものがありまして、何か分かりやすい指

標をつくる必要があります。例えば借入金の水準につき

ましても、その金額だけではなくて、一般財源に対して

何年分くらいあるのかを示すことも１つの方法で、東京

都を例にしますと、今 7.6 兆円くらいの借入金が普通会

計にありますが、これを一般財源、つまり地方税と交付

税を合わせたものと比較すると、約2.6年分になります。

これが全国平均ですと、平成15年くらいのデータですが、

地方全体では約３年強の借入金の残高があります。そう

いったものについてもう少し目標値を出して、例えば１

年半分くらいにするといったように、本来ならば知事あ

るいは市長のマニフェストの中でそういう数値目標を出

して、それで４年間で評価していけばいいのでしょうが、

そうでなくても中期的な目標値に対して、現在どういう

状況なのかということを住民に分かりやすく説明してい

くことも必要ではないかと思います。また、生活実感か

ら言いますと、色々な施設をはじめ、身近な事業にたく

さんの税金が使われているんですね。そういったことを

きちんと開示して、「こういった事業は本当に要るのか」

とか、「もっと大事なことにお金をシフトすべきじゃない

のか」といった議論をするために情報提供していく。そ

ういったやり方をもっともっと活用していく必要がある

のではないかと思います。 

池谷 次に、地方行革に関する現状の認識や課題につい

てお話を進めてみたいと思います。地方行革というのは

やはり地方自治体が進めていく課題だと思いますが、そ

れは国としても、先ほど小暮課長がおっしゃったように

様々な取り組みを後押しされていると思います。これま

でも「新地方行革指針」を策定したり、昨年８月には「更

なる推進のための指針」を通知したりしていると思いま

すが、その辺のところ国はどのような方向で行革を進め

ようとお考えになっているのでしょうか。 

小暮 まず、地方行革の位置づけというんでしょうか、

どうして国が色々なことで働きかけているかということ

も併せてご説明したいと思うのですが、国の立場からす

ると、アドバイスとお願いをして、地方に自らの責任で

取り組んでいただくというのが基本スタンスになるわけ

です。この地方行革自体、過去いくつかの波があるんで

すが、最近は地方分権の議論が本格化するとともに、こ

の地方行革が大きなテーマになってきているという認識

があります。 

平成７年に「地方分権推進法」ができまして、その中

で当然国から地方へという動きと合わせて、国はスリム

化していくだろう。じゃあ逆に地方は色々な仕事なり財

源がこれから増えていくだろうけど、地方がそのまま肥

大化してもらっては困る。地方ばかりが水膨れされては

困るんだという議論がかなりありました。当初は国から

の権限移譲を先にという話はあったんですが、議論の中

で、受け皿としての地方自治体がどうあるべきかという

ことについて、２つの論点が出てきました。１つは市町

村合併、そしてもう１つが行革ということになるわけで

す。両方ともテーマは一致していまして、分権を進めて

いく上で主体となる地方自治体が、どう自立的な経営主

体になれるのかというのがまず重要な視点になってくる

と思います。その分権推進委員会の第１次から第４次の

勧告というのが平成８年からあったのですが、それを受



 20

ける形で、平成９年に指針を出させていただいておりま

す。そして、平成 16 年から本格化してくるわけですが、

先ほどもお話に出た三位一体改革の議論、そういう方向

を受けて平成17年の３月に「新地方行革指針」というも

のを８年ぶりに出しています。その中で、平成17年度か

らおおむね５年間の具体的な取り組み目標を明示した

「集中改革プラン」というものを住民に分かりやすい形

で公表してください、というのが、最初にお願いした事

項でございます。 

それぞれ取り組みを始めていただいたところですが、

その後、国の方でも小泉内閣の総仕上げとしての法律で

ある「行革改革推進法」と、これに関連した「公共サー

ビス改革法」といった新しい仕組みも出てきたものです

から、平成 17 年の新地方行革指針を補完するというか、

追補版と言うのでしょうか、それに加える要素として「地

方行革新指針」というのを昨年の８月に策定させていた

だいております。その中で追加したテーマが３つござい

まして、１つは総人件費の改革で、特に国の方もしゃか

りきになってやっているので、地方もやっているけど、

同じレベルで取り組んでくださいというものです。それ

から官と民、まさに「新しい公共空間」というところを

民間にも任せたらどうかという、公共サービス改革。そ

して３つ目が鵜川先生のおっしゃっていた地方公会計改

革。この３つを新たな取り組み項目として入れるという

ことに加えて、特にポイントになってきたのが、１つは

情報開示の徹底です。それからガバナンスの強化と言っ

ているんですが、住民監視の強化。その２つは項目とい

うよりは全般的にやってくださいねというお願いをして

います。 

したがって国の立場、総務省の立場から言うと、１つ

は地方分権をきちんと進めていくためには、行革は当然

必要だし、地方分権が進めばますます行革が必要だとい

うことと、昨年来の話というのは、あえて言えば地方の

方がかなり先行してやっていて、それに対して国も本格

的にやるので、国がやるのに合わせて地方にも、もうひ

と頑張りしていただきたいと、そういう立場で今お願い

をしているという状況です。 

池谷 2000 年４月に「地方分権一括法」が施行されて、

その辺りを地方分権改革の第一期と考えれば、今まさに

第二期の分権改革が始まる見込みになっています。３年

後には新しい分権一括法ができるということなんでしょ

うが、そうだとすれば、さらに地方自治体はそれに対応

した行政をつくっていかなければならないということな

んでしょうか。 

小暮 結論から言うと、それぞれ地方分権の枠組みが変

わっていくことに合わせて、不断の見直しをしていただ

くことになろうかと思います。昨年成立した「地方分権

改革推進法」が今年の春から施行されて、３年間で結論

を出して、新地方分権一括法にということなんですが、

それがちょうど平成21年度末になる見込みです。この平

成21年度末というのは「集中改革プラン」の終期にも当

たるわけですね。そういう意味では今の枠組みの中で着

実に取り組みを進めていただいて、おそらく分権の枠組

みが変わってきたら、それに合わせてもう一度レビュー

するという議論になってくるのではないかなと思います。 

池谷 山下部長にお伺いしたいんですが、国がどう行革

を進めていこうとしているかというのは、今の小暮課長

のお話でよく分かりました。先ほど山下部長もおっしゃ

いましたが、香川県でも人口が減少していって、また財

政的な制約もある。その中で行革を進めなければいけな

いという、難しい状況ですが、その難しさを切り開いて

いかなければならないと思います。香川県でもバランス

シートをおつくりになっていると思いますが、今現在、

バランスシートも含めて、職員の方の意識は相当変わっ

てきているんでしょうか。 

山下 県の場合もバランスシートやコスト計算書等々の

作成はしています。これは一応、総務省の研究会で提案

されて提示されたものを使ってやっているわけですが、

基本的に我々が持っている資産を右から左へ売却して借

金をしないでできることというのは、少ないんだと思い

ます。ただ、バランスシートを活用してその実態を把握

することは可能だということ。もう１つのコスト計算書

については、通常我々が言う予算には入っていない経費

が入ってきますから、本来、例えば 100 万円で一般的に

役所が経営すると、コストが儲けより高い、つまり収入

では賄えないから、県から金をつぎ込むというスタイル

をやらざるを得ないんです。そこにもう１つコスト計算

書の趣旨を入れますと、さらにいわゆる経費がかかって

いる部分が鮮明になるわけですね。そういう意味で、そ

ういうものをつくることによって、この施設は実際はこ

んなに少ない赤字じゃないんだということで、コスト意

識が芽生えたという部分はあると思っています。 

池谷 人口が減っていて、財政が厳しい中で行革を進め

なければならないという難しさはございますか。 

山下 先ほど錦さんもおっしゃったのですが、特に地方

の場合は今、人口がどんどん減っているんですね。そう

しますと、消費額は１人当たりの消費額×人口ですから、

どんどん減っていく可能性があるわけです。それからも
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う１つ、小売業者もそれで物が売れないですから、東京

とか大阪とか、都会で商売をしようとする傾向になって

いきます。そうすると高松に拠点、あるいは支店を置い

ている企業などが、従来 10 人いたのを５人にするとか、

縮小再生産という形になっていくので、どうしても人口

減少がこれから加速するのを危惧するわけです。そこで、

人口減少対策推進本部というのをつくって、役所だけで

想定できることだけではなく、民間にもお願いしてでき

ることを検討して、そのいくつかを今日発表した予算の

中にも盛り込んでいます。 

 できるだけ人口が減少するスピードを下げることと、

交流人口を拡大していくということが、我々に課せられ

た大きな課題かなと思っています。そのためには市町の

皆さんや、あるいは県民、民間の皆さんとも協力、連携

をしていかなければならないと思っております。 

池谷 鵜川先生にお聞きしたいんですが、先ほどもお話

しいただいた、住民にどうやって財政情報を開示してい

くのかという問題。小暮課長も情報開示が重要だとおっ

しゃいましたが、鵜川先生の基調講演で、江戸東京博物

館のコストの話がございました。正しいコストを割り出

して、住民がこの施設が必要かどうかを判断するという

ことになれば、確かに分かりやすくなるとは思うんです

が、そのためには発生主義会計だけでなくて、新しい指

標を今後もつくっていかないといけないということなん

でしょうか。 

鵜川 住民に分かりやすい情報を提示するというのはな

かなか難しい課題なんですが、先ほど小暮課長からお話

がありましたように、１つは情報公開を進めるというの

が重要なポイントだと思います。特に自治体間の比較が

可能になりますと、ある意味順位付けも可能になってき

まして、都道府県ですと、１番から47番、市町村だと１

番から1800何番と順位をつけることも可能になってきま

す。そういうのを見て上位ならいいけど、下位４分の１

になったら、これはなんとかして欲しいとか、そういう

働きかけもできるようになると期待しています。 

それから施設のことにつきましては、香川県のホーム

ページを拝見していますと、かなり詳細な施設別のコス

ト計算をされていまして、なかなかご苦労されているん

じゃないかと思いました。そういった情報と、サービス

の質とか量、いわゆる「非財務情報」とよく言っている

のですが、お金だけではなくて、サービスの質とか量に

ついての情報も提供して、そこで全体として、例えば産

業育成や子育て支援から、高齢者福祉まで、その中でど

ういった予算配分にするのがいいのかとかいったことを

検討する際にも、利用していただく努力を重ねていくこ

とになると思います。 

池谷 錦さんは先ほど、優先順位のことをおっしゃいま

した。今まさに鵜川先生がおっしゃったのは、コストを

出して優先順位を出せばうまくいくんじゃないかという

ことなんですが、住民からすると、私達が望んでいると

ころが切られてしまうのではないかと、そういう心配を

お持ちになる場合もあると思います。その辺はいかがで

すか。 

錦 日々生活をしていますと、色々な価値観の方がいる

なというのが、私の実感で、同じことを言う人ばかりじ

ゃないので、全部の人が納得できるような優先順位とい

うのは有り得ないんだろうなと思います。それは若い人

だけではなく、年配の方もそうだと思います。ただ、私

もお話をお伺いしていて、市民として県民として、住民

として、実は私達も納税しているんだということを忘れ

ていまして、私達も税金を納める者として、やはり税の

行方のことをもっと真剣に考えなければいけないなと改

めて思いました。それから、最近給食費を払わない親が

増えているということを耳にしまして、我々親としても

唖然という感じです。さらに保育料を払っていない保護

者も、周りに本当にいるんですね。びっくりします。い

い車に乗っていてもそれはそれ、これはこれという、そ

んな人達の子供がどんなふうに育っていくんだろうとい

うことを、私は子供に関わる活動をずっとしていました

ので、いつもそれを危惧しています。やはりそういう意

味でももっともっと、我々住民もこの財政のことを真剣

に考えなければ、そしてそれを広めていかなければいけ

ません。それは一人二人の問題ではないなと思いました。 

それから先ほどの山下部長のお話に関連して、私は坂

出市に住んでいますが、たまたま２月に坂出市から「第

二次定員適正化計画」という冊子を配布していただきま

した。全家庭に配られたということですが、私は市長さ

んから直接お話をお伺いしました。私もこのシンポジウ

ムのことがあったので関心があったんですが、一般市民

の方が、どれくらいこの冊子に関心をもたれるかという

ことが気になるところです。この冊子の中身なんですが、

これを読むと随分詳しく、分かりやすい冊子をつくられ

ています。そしてもう１つ市長がおっしゃったのは、市

の職員自身がこういう冊子をつくろうと提案してつくっ

たとのことで、そういう意欲のある職員の皆さんがいる

ということに、私は感激しました。 

坂出市も本当に財政難だと言われています。ちょっと

余談なんですけど、市のＰＴＡ母親部会の部会長を５年
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しまして、公立小学校で月曜日の朝、学校へ行くと、赤

い水が出るということで、水道管が錆びているので直し

てくださいとずっと訴え続けたんですが、それはお金が

ないからできないということでした。 

そういう状況の中で、色々な思いはあるんですが、私

にしたらどちらかというと、市と一緒にやっていきたい。

教育の分野でも行革というか見直しの対象になっている

問題が色々出ていますが、きっとこの冊子を見たら文句

を言われる保護者や若い世代もいると思います。でも、

こうやって市の職員の皆さんが、行政の方もやっている

ということをもっとアピールしていけば、我々も一緒に

頑張ろうという、そういう地域の方も随分いるんじゃな

いかなと思います。我々住民も、もっと行政に対して責

任をもって、一緒に考えていくという意識を持ってやっ

ていかなければいけないなと感じました。 

池谷 自治体の方は、住民の方と一緒にという意識をお

持ちだとお考えですか。今までのご経験で。 

錦 個人的には持っていない方も持っていただきたいと

いう気持ちがあって、県や市のたくさんの職員の方に出

会いましたが、えっ？という方とか、色々な方がいらっ

しゃいました。ただ、色々な事業を一緒にやっていくう

ちに、変わられた方もいらっしゃるんです。やはり私は

職員の方も人間なので、変わっていって欲しいなという

願いを込めてずっとやってきました。今日のシンポジウ

ムに出るに当たって、ＰＴＡの役員をしているお母さん

に、「県民意識」と「市町民意識」のどちらの意識が高い

かと聞くと、意外と「県民意識」の方があるんです。た

だ、県庁に行きますか、市役所に行きますか、と聞くと、

半分の方が県庁に行ったことがないというんです。だか

ら空間的なことも私はあると思います。全然話の次元が

違うかもしれませんが、県庁で仕事をしている人と私達

とがつながっているという感覚を、私は住民として持ち

たいんです。持っていただきたいという思いですね。で

すから県の方が、行政の方が市町へ出て行くとか、そう

いうことをして、人と人とが出会っていくと何かつなが

りが生まれてくると信じて地域の活動をしてきました。

実際、それで私は絆をいただいたので、そういう人が少

しでも増えていけば、これからお金のない時代ですから、

心で動いていかないと回っていかないのかなと、そうい

う面では私達の役割は重要だなと思っております。 

池谷 山下部長、「開かれた県庁」が必要のようですが、

それはやはり職員の意識改革が必要だということでしょ

うか。 

山下 １つはそれですね。一人ひとりの意識が変わって

いくことが大切です。また、行政だけでは色々な事柄が

できない、例えば、災害の場合は「自助」があって「共

助」、「公助」があるというように、やっぱり民間や住民

の方々と離れて行政というのはできるわけがないと思っ

ています。逆に先ほどの話に代えれば、住民のニーズに

応じた施策展開を図っていかないと、すべてを同時に進

行させることは、なかなか今の時代は難しいだろうと思

うんです。 

１つには、最近は子供の安全の問題ですよね。こうい

うのはニーズが高いんです。だから基本的には、私共は

そのようなニーズの全てを把握できるかというと非常に

困難なのですが、一応世論調査をやりまして、県民の色々

な事業に対する重要度の認識とか満足度とかをきちんと

調べて、その結果を反映して事業評価をしていこうとい

うシステムをつくっています。最近、特にボランティア

とかＮＰＯの方々が一生懸命活動されていまして、特に

子育て部門では全国的にも有名な方が活動されていて、

そういった盛り上がりを行政はもっと支援していきたい

と考えています。 

池谷 鵜川先生、例えば事業のコストが順位付けられた

としても、最終的にはそこに正しい政策判断で、プライ

オリティーをつけていかないといけないということにな

るんでしょうか。 

鵜川 そうですね、ただ政策判断は政治的なプロセスで

あって、必ずしも経済的な合理性だけで判断できないも

のですね。そういった政治と経済、もちろん心理的な要

素も大きいですので、そういったものをきちんと議論し

ていくことが重要です。そのための材料の１つが会計情

報ということであって、それだけで全てが決まるもので

はないと思います。 

池谷 今日のテーマは「分権型社会に求められる新しい

地方自治体のすがた」ということです。最後に、これか

らの地方行革といいますか、地方自治体はどうあるべき

かということについてお聞きしたいと思います。特に、

このシンポジウムのサブタイトルが「新しい公共空間の

形成をめざして」ということなんですが、「新しい公共空

間」をつくっていくためにどうしていけばいいのか、鵜

川先生にお聞きしたいと思います。発生主義会計を導入

するということも、それは、それ自体が目的ではなくて、

活用策を考えなくてはならないということですよね。そ

ういう点からも、今後自治体はそれをどういうふうに活

用していけばいいのかということをお話しいただけます

か。 

鵜川 新しい自治体経営を考えたときに、２点申し上げ
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たいことがございます。１つは、首長の選挙は４年ごと

にあるわけですから、マニュフェストの中で財政運営の

地図を示すというのが１つの方法だと思います。例えば

ある市長候補は、こういった事業を立ち上げますが、そ

の代わり借金はこれだけ増えますよと、そういった財政

の裏づけをマニュフェストの中に書いていくとか、ある

いは借入金をこれだけ減らすけど、減らすためにはこれ

だけのサービスを減らしますとか、そういったことをき

ちんと市民の方に分かりやすく説明していくというよう

に、そういった材料を提供していくことが１つだと思い

ます。 

資源配分というのは必ずしも経済的な合理性だけで決

まるものではありません。住んでいる住民の意思とか心

理的要素などでも決まってきますので、そういった情報

をきちんと出していくというのが会計の役割だと思いま

す。自治体の運営というのは本来住民の監視、市民のガ

バナンスに基づいて行われていくべきものですので、そ

ういったガバナンスの強化のために、情報を提供してい

くということです。 

もう１つは、自治体というよりも政府と自治体の関係

です。今、自治体で連結財務諸表をつくりましょうとい

う話をしていますが、本当は政府と県と市と、全部縦に

連結したものも本来できるはずなんですね。そうします

と地域において、何かの政策に対して国はこういったこ

とをやっています、県はこういったことをやっています、

市はこういったことをやっていますと、そういった事業

の内容とコストが全部縦に出てきて、非常にわかりやす

いんじゃないかなと思います。 

池谷 縦の連結というのは面白い発想ですね。錦さんに

お聞きします。これまでのシンポジウム、３回あったん

ですが、その中でも自治体がＮＰＯや住民と、場合によ

っては民間企業とパートナーとして連携していくといっ

た声が随分ございました。先ほどもおっしゃいましたが、

そうすると住民も意識が変わっていかなければいけない。

しかし、各地域ではコミュニティの意識がだんだん希薄

化しているということもあると思います。その中で自治

体が住民に手を伸ばして一緒にやりましょう、住民から

も手を伸ばして一緒にやりましょうというふうになって

いかなければならないと私は思うんですが、錦さんはど

うお考えですか。 

錦 私もそう思っております。２つほどそれについては

思いがありまして、１つはＰＴＡの副会長ということで、

県の色々な委員会に出させていただきましたが、色々な

世代の人の声が直接行政に届く、そんなつながりができ

ました。また、わが子が21歳になり、そのような若い世

代が自分と身近な存在になってきましたが、行政の委員

会に行きますと自治会長さんや婦人会長さんなどである

程度町の色々な委員も決まります。しかし、そこへスト

レートに行かなくても、何かもう１つセクションという

か段階があって、色々な世代の人たちが意見を交換でき

る場があればと思います。それをまとめられる行政の皆

さんはきっと大変だと思うんです。ですが、そうしなが

らも色々な方々の意見をまとめていくというか、コーデ

ィネートしてくださる素敵な行政マンの、人間力の豊か

な方を行政の中で育てていただきたいと思います。私も

たくさんの方に元気づけられたり、その人と会ってパワ

ーをもらったりしながら活動を続けてきましたが、その

おかげで実際、みんなでやると楽しいからということで、

一緒に活動する色々な友人や仲間が増えました。だから、

そういうつながりをどんどん広げていきたいなと思って

おります。 

それから、今小学生や幼稚園の子供はいつか大人にな

り、納税者になります。ところが、その子たちが大学で

県外へ行ったとき、就職で地元に帰りたいけど帰れない

という状況があります。そういう人達のために、ぜひ戻

って来られるような状況をつくっていただきたいと思い

ます。私もそうですが、外へ出て帰って来た人間は、故

郷はやはりありがたいなと実感します。その意味もあっ

て、ぜひ子供達には県庁に遠足へ行くとか、色々な公的

な施設に親子で行くとかして、その時期に親子でそこへ

行って、その場でふれあっていただきたい。私は子供が

小さいときに県政バスとか市政バスに乗せていただいた

んですが、あれは実はすごく大きな意味のあることです。

今学校はゆとりがなくて、見学学習というのがほとんど

ないんですね。親達もそういう所へはあまり行きません

ので、そこは長い視点で見た政策を取っていただいて、

ぜひ人づくりを、故郷のためにやろうという人間の育成

を、行政の皆さんも、一般の住民も、20年はかかると思

うんですが、ぜひそういう政策をしていただきたいと思

います。 

池谷 自治会のような地縁組織も変わらないと、なかな

か若い人が入っていって、地域づくりなど、自治会と連

携してやりましょうということにはならないのではない

かと思うんですが、いかがでしょうか。 

錦 私達の役目だと思うのですが、今いじめとか自殺と

かいった子供の問題が出ています。そのことについても、

若い親達が自治会など、地域へ自分達で出て行って、親

がそういうネットワークをつくっておくことも大切では
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ないかと思います。子供も小さいときから人間関係をつ

くっておくことも大切だと、今の人達はあまり感じてい

ないので、そういうことの必要性を実感しています。そ

ういうのをＰＴＡや県の生涯学習課などでアピールして

いただいて、世代間の違いを越えた、人と人との関わり

の大切さや地域の大切さというものを、自治会でも取り

組んで伝えていく。権利だけではなくて、義務もきちん

と果たしていく。それは我々の仕事かもしれませんが。

そして世代間の違いはありますけど、歩み寄っていくと

いうことが大切ではないかなと思います。ですから、地

縁というのは今の社会にはかえって大切なんじゃないか

なと感じております。 

池谷 山下部長は今、香川県の政策部長をされています

が、部長の個人的なお考えを含めてでも結構です。これ

からの自治体はどうあるべきだとお考えでいらっしゃい

ますか。具体的に言えば、これからの県庁はどうあるべ

きかということなんですが。 

山下 大変難しいご質問ですが、先ほどから申し上げて

おりますように、県庁も市町も基本は「人」だと思うん

です。人の意識をどう変えていくかということだと思う

し、人が仕事をしているわけですから、その人たちがど

う変わっていくかというのが１点。それからもう１つは

人がいるだけでは仕事にならないので、いかに地域住民

との協働で物事をやっていくかということ。これは市町

さんもコミュニティ組織とか色々なやり方を使って、自

治会やコミュニティ協議会のようなものを活用していま

すし、我々としてもそういった方向に持っていくべきだ

と思います。できるだけ身近なところで身近な人達がお

互いに支え合い、助け合い、やっていくような、昔風の

田舎っぽいシステムも非常に大事だと思っています。 

それから行政としては、経営主体として効率的かつ新

しい時代に合った組織形態を整備して、色々な取り組み

を進めていかなければいけないということがありますし、

新しい公会計システムをもとに、色々な対応を考えてい

かなければならないということもあります。 

それからもう１つ、地方分権ということを最終的に目

指すのであれば、今の税財源システムを抜本的にとまで

は言いませんが、もう少し自立できるようなシステムに

変えていかなければなりません。私が経験したことで申

し上げますと、今年はかろうじて予算を組めましたが、

いずれにしても国の方からいただける「仕送り分」とい

う言葉を使うと変ですが、地方交付税とか、そういった

国からいただける財源部分の割合が依然として高いわけ

です。しかもその動向が、なかなか寸前まで分からない

という状況にあります。これも前から総務省の担当の方

や課長さんたちには申し上げているんですが、もう少し

中期的な交付税の状況などが分かるようにしてほしいと

思います。そうでないと、天井に上がっていたら突然は

しごを外されて、下りられなくなったという感じになる

のでは困ります。現状としてそういう財源構造になって

いますので、そこを何とかしないと、そういう状況の地

方がたくさんあるわけですから、そういう部分を根本的

に変えていただかないといけないと思います。 

もう１つは、地方分権と言いながら、ほとんどの政策

がまだ国の法律で決まるんですよね。それで地方へ下り

てきたときには、システムとして国が何分の１出します、

県がいくら出します、市町がいくら出しますといった具

合です。そうしたとき私はすぐに聞くんですが、これは

義務ですかと、県が出さないと国の補助がつかないんで

すかと聞くんです。そういうシステムが一方的につくら

れる。例を申し上げると、今回の子育てというか、放課

後児童対策を文科省が新しく打ち出しましたが、旧来厚

生労働省がやっていた子育てプランと同じようなシステ

ムが、文科省から出てきたわけです。当然我々としては、

概算要求段階で同じような事例が出てきたということで、

多分財務省が調整するだろうと思っていたのですが、そ

のまま一方は両親がいない子供を放課後預かると、一方

は小学校の放課後対策ということで、親がいようがいま

いが預かるというシステムができたんですよ。これから

市町にも流しますが、そういう縦割り的なものがそのま

まストレートに下りてくるというのが、依然として残っ

ているということで、まだ真の地方分権にはならないの

ではないかと思っています。そういう意味でお金と権限

とがセットで移ってこないと真の地方分権にはならない

し、これまで中央集権型でやってきたものですから、市

町とか県へはなかなか権限を移してもらえないのかもし

れませんが、ぜひやらせていただきたいと思います。 

池谷 分かりました。前回の第一期分権改革の中での積

み残しとして、税財源の問題とか、法律の規律密度の問

題があったと思います。それはこれからの第二期改革で

新しい姿が出てくると期待しています。それで最後にな

りましたが、小暮課長にお聞きします。総務省にいらっ

しゃって、地方自治体の方と色々交流された中で、課長

がお考えになる新しい自治体像というのがあれば、ぜひ

お聞かせいただきたいと思います。 

小暮 最後に２つの観点からお話ししようかと思います。

地方自治には、団体自治と住民自治の２つの側面があり

ます。今まさに地方分権の流れが、これからもどんどん
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進みますよという話をしたんですが、特に第一次分権改

革は団体自治の面が多かったと思うんです。これからの

３年間で、新しい分権一括法の議論が進みますし、合併

新法の期限もきます。そしていよいよそれを踏まえた次

のステップとして、道州制の議論があります。 

そうすると、これからの自治体としては、特に基礎自

治体である市町村に、これまで県でやってきた部分の大

半が移ってくる。その中で地方公共団体としての都道府

県というのが道州制でどうなるのか、あるいは国との役

割分担をどうしていくのか、という議論の流れになって

くると思います。そういう意味では特に、市町村の役割

は、今後増えることはあっても減ることはない。ただ一

方で、トータルとしてのスリム化ということを言われて

いますので、仕事が増えながらも効率的にやらなければ

ならない。そういう要素が必ず出てくると思います。そ

うすると、自治体の経営という観点、マネジメントする

能力というのがますます求められてくるだろうと思いま

す。マネジメントするということになってくると、最近

一番必要だと思われているのが、説明責任ということだ

と思います。先ほどの情報開示にしてもそうですが、例

えば指定管理者制度も、これは指定管理者をやってくだ

さいというだけの制度ではなくて、それが行政として残

すのなら残してもいいけれども、ただしそれをしっかり

と説明してくださいねという制度なのです。ですから今、

地方公共団体はまさに説明責任ということで住民の方に

説明する力が問われていて、今までやっていたからとか、

国に言われたからとか、隣がやっているからといったこ

とでは説明責任を果たせないわけです。したがって自ら

のマネジメントを、責任を持ってやれるかどうかという

ことが、ますます重要になってくるんだと思います。 

もう１つは、先ほどの住民自治のことです。今までの

分権改革の中では、住民自治という要素が弱いんじゃな

いかということが言われていますが、実はまさにその観

点から、今日のテーマの１つである「新しい公共空間」

という発想が出ていきていると思うんです。 

実は私は昨年の夏まで内閣府の防災担当というところ

で、地震とか台風の対策をやっていたんですが、特に阪

神大震災以降、防災というのはとても行政だけではでき

ないということで、自ら助ける「自助」、地域で共に助け

る「共助」、行政が助ける「公助」という考え方が出てき

ました。要はこの３つが揃わないと、しっかりとした防

災はできないんだということで、ある意味では行政の限

界があるということを前提にして、どうやって取り組も

うかということをやっていました。 

これまでは行政が何でもやるという形があったんです

が、これからは発想を変えて、先ほどの高知県の事例発

表にもありましたように、行政が「コア」として責任を

持つ分野と、民間、ＮＰＯ、自治会などに主役になって

もらう分野との整理をやっていかないといけない。でも

実は、自分でやると結構、あまり細かいことを決めなく

ても済むのですが、民間なりＮＰＯに入ってやってもら

うと、逆に手間が今まで以上にかかるということもある

わけです。しかし、それでもなお、そういった取り組み

をやっていかないといけない段階にきたんだと思うので

す。そこは、手間はかかるけど、まさに行政の仕事とし

て、自分だけでやるのが行政ではないので、民間、ＮＰ

Ｏも含めて、それらの力をどう結集していくのか、それ

が住民自治の観点にもなってくるのかなと思います。そ

の２つが揃って初めて、これからの新しい自治体の姿が

見えてくるのかなと思っております。 

池谷 会場にいらっしゃる方からのご質問にお答えした

いと思います。 

質問 小暮課長に質問です。平成12年に地方分権一括法

が施行されましたが、そのときの大きな流れとして機関

委任事務がなくなるということ、国と地方が対等の関係

になるということがあったかと思います。しかし残念な

ことに法定受託事務という形で、若干ですが実質国の仕

事を請け負ってやるという形が残ってしまいました。こ

れは税源移譲が十分にできなかったことも大きな問題で

あったかと思いますが、国と地方の仕事、役割を明確に

していく中で、今後こういうところをはっきりとしてい

ただきたいと思っております。ところで、今日のテーマ

は「分権型社会に求められる新しい地方自治体のすがた」

ということですが、今後、基礎自治体はどれくらいの人

口が理想的なのでしょうか。例えば30 万人なのか20 万

人なのか。フランスは地方分権に積極的に取り組んでい

ますが、宗教の関係もあるとは思いますけれども、人口

３万人の自治体があったと思います。日本のこれからの

地方自治体の人口が20万、30万ということになりますと、

香川県は２つから４つの市で十分だということになって

くるわけです。これから目指す自治体の姿として、人口

でいえばどのくらいを目指しているのか、どういう社会

を目指しているのかお教え願えたらと思います。 

小暮 実は自民党の道州制調査会や政府の道州制ビジョ

ン懇談会での議論が始まりまして、道州制における自治

体の規模のイメージをどうするかという議論が今始まっ

ているところです。１つ参考になることとして、地方制

度調査会の道州制の議論では、今の特例市や中核市の事
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務が、標準の市町村の事務になるというイメージが語ら

れていまして、そういう意味では20 万とか 30 万くらい

でやっている事務プラスアルファくらいのところが、こ

れからの道州制を見据えた市町村の事務、標準的に担う

事務ではないかというイメージが出ています。ただ、そ

れが一律にできなかったときに小規模の団体をどうする

かといった、色々な問題がありますが、１つの目安とし

てはそのような考え方も出ています。 

それからフランスのお話もあったんですが、以前フラ

ンスの内務省に伺ったことがあります。フランスという

のは非常に中央集権が強かったんですね。それがなぜ分

権をやったかというと、実はＥＵによって、これからヨ

ーロッパでは国境の垣根がどんどん下がってくると、そ

れぞれの地域で競争していかないといけない。そうなる

とそれぞれに責任を持たせないと、フランス自体が飲み

込まれてしまうという危機感から、フランスは地方分権

を進めたわけです。フランスに限らず、ＥＵ諸国は特に

そうなっています。多分、世界的な流れから見ても、分

権が進む方向になっていると思います。おそらく国境の、

ある程度の国の保護の壁というのが少なくなって、地域

間競争というのはそれぞれの自治体が担っていくんだと。

そのために責任を持たせて、責任なり財源を委ねないと

いけないのだという流れは、世界的なものだと思うんで

す。ただ、フランスの場合はコミューンという行政区画

の伝統があるものですから、あそこは基本的には合併し

ていないんです。そのために州を新しくつくるとか、自

治体を三層制にするといった形で分権を進めていったと

いうことです。日本はそういう意味では市町村合併を進

めてきましたので、これから先の議論になってくると、

きちんとした力のある基礎自治体と、道州制を含めた広

域の自治体、そういう枠組みのイメージをもっています。 

質問 ２点ほどありますが、１点目は小暮さん。今、特

に小さい自治体は実質、交付税で財政を運営しています。

今「新型交付税」という言い方で言われていますが、人

口規模、面積規模によって交付税がある程度決まってく

るという話を聞きます。香川県は面積が小さく、私の市

も小さい自治体です。そういう中で、行革という流れで

人件費を切り詰めていき、住民に対する補助金も切って

いくんですが、交付税の動き次第でその効果がなくなる、

消えていくというのが実態です。地方分権と言いながら

夕張市のように破綻していく自治体があります。借金も

返さないから道や国が支援するという話も聞きます。と

いうことは、地方分権に逆行しているのが全体的な流れ

なのかなと思うんですが、本当に地方が生き残れるよう

なシステムをつくるのが国の方向性ではないのかなとも

思いますので、そういう意味で今後の交付税の、新型交

付税の考え方についてお伺いしたいのが１点。 

もう１点は、山下部長がおっしゃっていましたが、行

革を進めるに当たっても、「人」が仕事をしていると言わ

れました。確かにそうだと思います。職員が当然第一線

で働いているということです。その中で、定員適正化計

画でよく数字が出ます。県の職員削減計画はこうですよ

と。住民に対してはそういう説明になるんでしょうけど、

人を減らしてやっていく以上、職員の気持ちを高揚させ

る、やる気を起こさせる、そういうところをフォローし

ていかないと、一方的に数字だけ減らされて、とにかく

やれというだけでは、行政にとってはマイナスになって

いくのではないかと思います。その辺の考え方をお願い

します。 

小暮 １つは新型交付税のことを地方分権の議論でちゃ

んと言っているのか、検討しているのかということも含

めての話だと思います。地方交付税も予見可能性がない

じゃないかとよく言われますし、先ほどお話があったよ

うに縦割りが残っているじゃないかという意味で、正直

なところ、平成７年から始まった分権改革で、あのとき

のゴールに今達しているかというと、まだ達していない。

逆に言うと、達していないから第二次分権改革でやるこ

とが残っていると理解しています。そういう意味では、

地方分権はまだ不十分じゃないかというお話は、今お話

しいただいたとおりだと思うんです。あとはこれからど

うやっていくかというときに、まさにこれからの３年間

で次のステップに行きますので、これからは市町村、都

道府県も含めた地方の、こうやるべきだという声を、ま

ず期待したいと思います。 

それから新型交付税のところで、これは切り捨てや削

減になるんじゃないかというお話がありました。これは

色々なところで説明しているんですが、地方交付税の算

定方式として、色々な項目があるのが分かりづらいとい

うことで、人口と面積で算定できる要素に算定方式を簡

素化するという意味で、新型交付税の導入作業を進めて

いるところです。削減という意味でやっていることでは

ないということを再三話しております。それからその中

で、条件不利地域、香川県の場合は離島とか、そういう

ところについてはちゃんと経費的に別にカウントします

よと言っています。新型交付税の議論が出たときに、こ

れだけ減るというようなところを試算した県があったり

して、皆さん非常にご心配されたかとは思うのですが、

そこまで極端な形にはならないということをいつもお話
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ししているところです。ですから、トータルとしての簡

素化の一環としてご理解いただきたいと思います。ただ

全体としては、国全体の財政状況がよくならないと、交

付税自体がそんなに昔ほど出てこないことになりますの

で、昔みたいに小規模団体に非常に配慮した算定に戻る

かというと、多分そういった方向にはならないだろうと

思います。その中で、私の担当しているところで言いま

すと、広域行政、特に市町村合併も考えて欲しいという

のも出てくると思いますので、そういうところも見なが

らご検討いただければと思います。 

山下 職員のやる気の問題ですが、これはなかなか難し

い質問だと思います。私共も先ほどご説明申し上げたと

おり、今、財政構造改革、財政再建方策で平成17、18、

19 年度とかなりの定員削減や給与カットを実施していま

す。その中で職員の士気の衰えというのは一番困るんで

すね。今のところ３年間ということでやっていますが、

先ほど申し上げたように、それでもなお厳しい状況にあ

ります。１つには色々な研修等を行い、仕事をやり遂げ

るというか、そういったことで意識を変える。あるいは

仕事をした満足感を持つとか、そういうやり方をしてい

くことが必要です。やる気を出さないといけない、意識

改革をしないといけないと言いながら、これをやれば意

識が変わって前向きにどんどんやりますという処方箋と

いうのはなかなかないのではないかと思います。要は本

人がやる気を出すかどうか、やる気を出させるように上

司がどうその人を使うか、本人がそれにどう応えていく

かが大きな要素だと思います。それから人間というのは

歯車の部分だけではやる気を起こさないので、一定の仕

事を任せてやるとか、そういう色々な方法を考えながら

やる気を引き出していくというのが私の考え方でござい

ます。 

池谷 ありがとうございました。私事で恐縮なんですが、

最近老眼になったり、腰が痛くなったりしています。こ

れは高齢化で体が言うことを聞かなくなってきているん

だと思いますが、組織やシステムも老朽化すると思うん

です。時代に合わなくなったり、環境に合わなくなった

り。しかしシステムや組織といったものは、それに合わ

せて改良すればまた新しい組織やシステムになれると思

います。自治体も社会経済の状況に合わせてつくり直し

て、今まで自治体だけではできなかったことは住民と一

緒にやったりして、自治体という枠にとらわれないで取

り組んでいく。それがまさに「新しい公共空間」をつく

るということなんだと思います。多分それが行革なのか

なと私は思います。 

 それでは、時間になりましたので、これでパネルデ

ィスカッションを終わらせていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

 

 




